
 

  日医発第 1001 号（医経）（健Ⅱ）  

令和 5 年 8 月 31 日  

都道府県医師会  

担当理事  殿  

 

公益社団法人  日本医師会    

常任理事  宮川  政昭    

（公印省略）  

 

医師会における自治体等の健診等委託事業に係る  

消費税インボイス制度の適用関係について  

 

 令和５年１０月から導入される消費税のインボイス制度（適格請求書等保存方

式）については、これまで厚生労働省、財務省、国税庁、公正取引委員会による

周知文書をはじめ、本会が作成した医療機関の対応に関する補助資料などを、ご

案内してきたところです（令和 5 年 2 月 9 日付日医発第 2124 号、5 月 23 日付

日医発第 410 号、5 月 31 日付日医発第 448 号他）。  

今般、標記の件について、別添の通り厚生労働省に照会し、国税庁とも協議の

上で別添の回答を得ましたのでご連絡いたします。  

医師会における自治体等の健診等委託事業については、全国の地域で多様な契

約形態、取引実態があり、また税務処理は取引実態に即したものであることが必

要とされるところ、集合契約に関する医師会の経理処理やインボイスの適用関係

は、医師会と自治体等の取引（契約）の実態が、医師会による取次ぎなのか直接

当該事業の受託なのかにより、別添の通り整理されます。なお、健診等委託事業

以外の委託事業についても同様に取引実態に即した整理が必要と考えます。  

つきましては、本件につき、貴会顧問税理士等にも共有され、適切な税務処理

にお役立ていただきますとともに、貴会管下の郡市区等医師会にご周知ください

ますよう、よろしくお願い申し上げます。  

 

[別添] 

○  医師会における自治体等の健診等委託事業に係る消費税インボイス制度の  

適用関係について  

・厚生労働省からの回答（令和５年８月 25 日、医政総発 0825 第１号他）  

・日本医師会から厚生労働省への照会（令和５年８月９日、日医発第 898 号）  

○  参考資料（日本医師会作成スライド資料）  

○  国税庁インボイス Q＆A（抜粋）  

○  消費税法基本通達 10―1―12 



 

医政総発 0825 第１号 

保連発 0825 第１号 

健健発 0825 第１号 

健が発 0825 第１号 

健予参発 0825 第１号 

令和５年８月 25 日 

公益社団法人  日本医師会 

常任理事 宮川  政昭 殿 

 

 

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 長 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課長 

厚 生 労 働 省 健 康 局 健 康 課 長 

厚生労働省健康局がん・疾病対策課長 

厚生労働省健康局予防接種担当参事官 

（  公  印  省  略  ） 

 

 

 

医師会における自治体等の健診委託事業に係る 

消費税インボイス制度の適用関係について（回答） 

 

 

令和５年８月９日付け日医発第898 号（医経）をもって貴職から照会のあった標記の

件について、下記のとおり回答する。 

 

記 

 

照会に係る事実関係を前提とする限り、貴見のとおりで差し支えない。 

ただし、集合契約における医師会と全国の自治体又は保険者の取引（契約）が、取次

ぎか直接当該事業の受託なのかを整理したうえで、取引（契約）実態がその整理に整合

的である必要があると考える。 

なお、本件については、国税庁及びこども家庭庁と協議済みであることを申し添える。 

 

 



 

日医発第 898 号（医経） 

令和 5 年 8 月 9 日 

 

厚生労働省医政局総務課⾧ 殿 

 

公益社団法人  日本医師会 

常任理事 宮  川  政  昭 

（ 公 印 省 略 ） 

 

医師会における自治体等の健診等委託事業に係る 

消費税インボイス制度の適用関係について（照会） 

 

 令和 5 年 10 月から導入される消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）に関し、全国の自

治体又は保険者（自治体の市町村国保を含む。）が行う健診又は検診（以下「健診等」という。）の委託

事業に係るインボイス制度の適用については下記のとおりで差し支えないでしょうか。国税庁に確認の

上で貴省の見解を回答されたくお願い申し上げます。 

 

記 

 

 全国の自治体又は保険者（以下「自治体等」という。）が健診等事業を実施する医療機関（以下「健診

実施機関」という。）に委託するに当たっては、全国の医師会（郡市区等医師会又は都道府県医師会、以

下「医師会」という。）が健診実施機関の契約代表者として契約のとりまとめを行い、自治体等から支払

われる健診等事業の委託料について医師会を通じて健診実施機関に支払っている場合がある。なお、特

定健診・特定保健指導においては、保険者から委託を受けて決済を代行する機関から支払われる委託料

について、医師会を通じて健診実施機関に支払っている場合もある。 

このような集合契約における医師会の経理処理等については、医師会と自治体等の間の取引（契約）

が、医師会による取次ぎに該当するものなのか、それとも、当該健診等事業の実施を医師会が直接受託

するものなのかにより、以下のとおり整理される。 

また、自治体等から適格請求書等（以下「インボイス」という。）の発行を求められる場合（注）、医

師会としてインボイスを発行することになるか、それとも、健診実施機関がインボイスを発行すること

になるかについても以下のとおり整理される。 

 

（注）全国の自治体等のうち、自治体の一般会計は消費税の申告義務が実質的にないため、一般会計

から支出される健診等や予防接種事業の委託料については、自治体においてインボイスを受領・

保存する必要はない。一方、特定健診・特定保健指導に係る費用は、原則として国民健康保険特別

会計で処理されているため、一般会計とは異なり、自治体においてインボイスの受領・保存が必

要となり得る。 

 



 

１．集合契約における取引形態が医師会による「取次ぎ」である場合 

 

その取引形態が「取次ぎ」であれば、委託販売その他業務代行等の受託者については、委託者から受

ける委託手数料が役務の提供の対価となるところ、委託者から軽減税率の適用対象とならない課税資産

の譲渡等のみを行うことを委託されている場合、委託された業務に伴い収受した又は収受すべき金額を

課税資産の譲渡等の金額とし、委託者に支払う金額を課税仕入れに係る金額とすることも認められてい

るため（消費税法基本通達 10-1-12）、医師会における経理処理としては、 

①  自治体等から収受した委託料を預り金とした上で、健診実施機関から収受する手数料を課税売上

げとする方法 

②  自治体等から収受した委託料全体を課税売上げとし、医師会が健診実施機関に支払う金額を課税

仕入れとする方法 

のいずれも認められる。 

なお、上記①の場合は、課税仕入れがないためインボイスの保存等は必要なく、また、上記②の場合

は、医師会が健診実施機関に支払う金額に係る課税仕入れが存在するところ、医師会においてインボイ

スの保存がなくとも仕入税額控除が可能となる（国税庁インボイス Q＆A 問 121）。 

 

これらの場合において、健診実施機関が自治体等からインボイスの発行を求められる場合、健診実施

機関（インボイス発行事業者に該当する場合に限る。）が自治体等に対してインボイスを発行すること

になるが、医師会が自治体等へインボイスの代理交付をすることも可能となる。また、医師会及び健診

実施機関がインボイス発行事業者であれば、媒介者交付特例を利用し、当該実施機関分について、医師

会が当該医師会名義で自治体等へインボイスを発行することも可能となる（国税庁インボイス Q＆A 問

48）。 

 

上記の通り、①及び② のいずれも、自治体等へのインボイスの交付方法としては以下のような方法

がある。 

・ 健診実施機関（インボイス発行事業者に限る）から直接自治体等にインボイスを発行 

・ 健診実施機関（インボイス発行事業者に限る）のインボイスを、自治体等から委託を受けて決済

を代行する機関または医師会が自治体等に代理交付（代理作成も可） 

・ 媒介者交付特例を利用し、医師会が医師会名義のインボイスを自治体等に発行（医師会及び健診

実施機関はインボイス発行事業者であることが必要） 

 

２．集合契約における取引形態が医師会による直接受託である場合 

 

一方で、医師会が直接受託する場合は、収受した委託料全体が課税売上げ、健診実施機関に支払う金

額が課税仕入れとなり、医師会（インボイス発行事業者に限る。）が自治体等に対してインボイスを発行

することが必要となるとともに、医師会（課税事業者であり、かつ一般課税方式で申告を行う場合に限

る。）が仕入税額控除を行うには、インボイスの保存が必要となる。 

この場合のインボイス保存の対応としては、以下のような方法がある。 



 

・ 健診実施機関（インボイス発行事業者に限る）がインボイスを作成し医師会宛てに発行し、医師

会において受領・保存 

・ 医師会が「仕入明細書等（一定の要件を満たすものに限る）」を作成し、健診実施機関の確認を

得て、その仕入明細書等をインボイスとして保存（国税庁インボイス Q＆A 問 84、問 85） 

 

 

 

以 上 

 



医師会における⾃治体等の健診等委託事業
に係るインボイス制度の適⽤関係について

令和５年８⽉
⽇本医師会

参考資料

医師会における⾃治体等の健診等委託事業

⾃治体
保険者

（※）

医師会
医療機関

1

委託事業の費⽤の決済の流れ

• 医師会における⾃治体⼜は保険者からの健診⼜は検診（以下「健診等」
という）の委託事業については、全国の地域で多様な取引形態があり、
費⽤の決済について医師会を通している場合と、医師会を通していない
場合がある。

• 医師会を通している場合、医師会と⾃治体等の取引（契約）の実態によ
り、医師会の経理処理の⽅法や、インボイスの適⽤関係を検討する必要
がある。

※特定健診・保健指導においては、決済代⾏機関（⽀払基⾦、国保連）を通じて⽀払われる。



医師会の
経理処理

集合契約の
取引形態

①「預り⾦」処理
⾃治体等から収受した委託
料を預り⾦とし、健診実施
機関から収受する⼿数料を
課税売上げとする⽅法

②「課税売上」処理

⾃治体等から収受した委託料全体を課税
売上げとし、健診実施機関に⽀払う⾦額
を課税仕⼊れとする⽅法

集合契約の取引形態
が医師会による

「取次ぎ」の場合

・ ①「預り金」処理、②「課税売上」処理のいずれも認められる
（消費税法基本通達 10－1－12）

・ いずれの場合も健診実施機関に支払う対価について医師会において
インボイスの保存は不要 （国税庁インボイスQ＆A  問121）
（健診実施機関から受取る手数料については必要に応じ医師会がインボイスを発行）

・ 自治体・保険者からインボイス発行を求められた場合、健診実施機関（イン
ボイス発行事業者に限る）がインボイスを発行する

集合契約の取引形態
が医師会による

直接受託の場合

（「預り金」処理は不可）

・ 経理処理は、「課税売上」処理となる

・ 会員に支払う対価について、医師会（課税
事業者であり、かつ一般課税方式で申告
を行う場合）が仕入税額控除を行うには、
インボイスの保存が必要

・ 自治体・保険者からインボイス発行を求め
られた場合、医師会（インボイス発行事業
者に限る）がインボイスを発行する

医師会における⾃治体等の健診等委託事業に係る消費税インボイス制度の適⽤（概要）

2

厚⽣労働省への照会⽂書（令和５年８⽉９⽇付⽇医発第898号）より作成

取引形態が医師会による「取次ぎ」である場合

3



4

取引形態が医師会による「取次ぎ」である場合

① 自治体・保険者から収受した委託料
を預り金とした上で、
健診実施機関から収受する手数料
を課税売上げとする方法

② 自治体・保険者から収受した委託料
全体を課税売上とし、
医師会が健診実施機関に支払う金
額を課税仕入とする方法

のいずれも認められる。
（消費税法基本通達10-1-12）

課税仕入れがないため
インボイスの保存等は
必要ない

医師会が健診実施機関に
支払う金額に係る課税仕入
に関し、インボイスの保存
がなくとも仕入税額控除が
可能
（国税庁インボイスQ＆A 問121）
（あくまで「取次ぎ」である前提）

医師会における経理処理
医師会が健診実施機関に支払う金額

についてのインボイスの要否

国税庁
消費税の仕⼊税額控除制度における適格請求書等保存⽅式に関するＱ＆Ａより

5



6

取引形態が医師会による「取次ぎ」である場合

自治体・保険者からインボイスの発行を求められる場合、
健診実施機関（インボイス発行事業者に該当する場合に限る）が自治体等に対し
てインボイスを発行することになるが、
医師会が自治体等へインボイスの代理交付をすることも可能。
また、医師会及び健診実施機関がインボイス発行事業者であれば、媒介者交付
特例を利用し、当該実施機関分について、医師会が医師会名義で自治体等へイ
ンボイスを発行することも可能（国税庁インボイスQ＆A 問48）

上記の通り、インボイスの交付⽅法としては以下のような⽅法がある。
・健診実施機関（インボイス発⾏事業者に限る）から直接⾃治体等にインボイスを
発⾏

・健診実施機関（インボイス発⾏事業者に限る）のインボイスを、医師会（*）が
⾃治体等に代理交付（代理作成も可）
（*⾃治体等から委託を受けた決済代⾏機関が代理交付を⾏うことも可）

・媒介者交付特例を利⽤し、医師会が医師会名義のインボイスを⾃治体等に発⾏
（医師会及び健診実施機関はインボイス発⾏事業者であることが必要）

※ 代理交付、媒介者交付特例については次頁以下参照

医師会 ⾃治体・保険者

出典：国税庁オンライン説明会資料に一部改変 7

委託者名 のインボイスの送付

取引形態が医師会による「取次ぎ」である場合

医療機関

取次ぎ

医師会

医療機関

医療機関

医療機関



媒介者名 のインボイスの送付

出典：国税庁オンライン説明会資料に一部改変

8

取引形態が医師会による「取次ぎ」である場合

医師会 ⾃治体・保険者医療機関

医療機関 医師会

医師会

取引形態が医師会による直接受託である場合

9



10

取引形態が医師会による直接受託である場合

・医師会が直接受託する場合は、収受した委託料全体が課税売上、
健診実施機関に支払う金額が課税仕入となる

・自治体・保険者からインボイスの発行を求められる場合、医師会
（インボイス発行事業者に限る）が自治体等に対してインボイスを
発行することが必要となる

・健診実施機関に支払う対価について、医師会（課税事業者であり、
かつ一般課税方式で申告を行う場合）が仕入税額控除を行うには、
インボイスの保存が必要となる

医師会
インボイス未登録の

医療機関

10,000円
＋税1,000円

10,000円
＋税1,000円

インボイスを発⾏できない
①免税事業者 および
②課税事業者でインボイス
未登録の事業者 が該当

医師会の消費税の納税 1,000− 0 ＝ 1,000

（※）経過措置
R5.10〜R8.9 80%控除可能
R8.10〜R11.9 50%控除可能
R11.10〜 控除不可

インボイス
がなければ
仕⼊税額控除
が不可

（R11.10〜）

⾃治体
保険者

11

医師会の
課税売上

医師会の
課税仕⼊

取引形態が医師会による直接受託である場合
医師会が収受した委託料全体が課税売上、医療機関に⽀払う⾦額が課税仕⼊れとなる。

（上記取引のみに着目した計算）

自治体等からインボイスの発行を求められる
場合、医師会（※）がインボイスを発行する

※インボイス発行事業者に限る



会員にインボイス登録を要請する場合、独占禁止法等に注意が必要

インボイス制度後の免税事業者との取引に係る下請法等の考え方 （公正取引委員会）

※令和4年11月21日付通知文（日医発第1646 号（医経））にて都道府県医師会宛にご案内

取引形態が医師会による直接受託である場合

12

インボイス制度の実施に関連した注意事例について（令和５年５⽉ 公正取引委員会）

※令和5年5月31日付通知文（日医発第448 号（医経））にて都道府県医師会宛にご案内 13

インボイス未登録の会員に対価の引き下げを協議する場合、独占禁止法等に注意が必要

取引形態が医師会による直接受託である場合
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取引形態が医師会による直接受託である場合

医師会におけるインボイス保存の対応としては、以下のような⽅法がある。
・ 健診実施機関（インボイス発⾏事業者に限る）がインボイスを作成し

医師会宛てに発⾏し、医師会において受領・保存
・ 医師会が「仕⼊明細書等（⼀定の要件を満たすものに限る）※」を作成し、

健診実施機関の確認を得て、その仕⼊明細書等をインボイスとして保存
（国税庁インボイスQ＆A 問84、問85）

※ 仕入れ明細書等については次頁参照

健診実施機関に⽀払う対価について医師会（※）が仕⼊税額控除を⾏うには、
インボイスの保存が必要

※ 医師会が課税事業者であり、かつ一般課税方式で申告を行う場合

医師会

医療機関

医療機関

医療機関
医師会

15出典：国税庁オンライン説明会資料に一部改変

取引形態が医師会による直接受託である場合



インボイス制度の全般に関する基本的事項については、以下の資料等をご覧ください。

・国税庁オンライン説明会（動画）
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice_setsumeikai.htm

・「適格請求書等保存方式の概要—インボイス制度の理解のために―」国税庁
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/0020006-027.pdf

・国税庁ホームページ「インボイス制度の概要」
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/invoice_about.htm

インボイス制度への医療機関の対応については、以下の資料をご覧ください。

・「適格請求書等保存方式（インボイス制度）の導入と医療機関の対応」
（日本医師会、令和5年2月9日付日医発第2124号 別添補助資料）
https://www.med.or.jp/doctor/zei/zeikanren/001192.html#ANC02

・日医ニュース（令和3年12月5日）「医療問題Q＆A 消費税のインボイス制度」
https://www.med.or.jp/nichiionline/article/010363.html

免税事業者に対するインボイス登録の要請や価格等取引条件の見直しに関する独占禁止法上の
留意点等については、以下の資料等をご覧ください。

・公正取引委員会ホームページ「インボイス制度関連コーナー」
https://www.jftc.go.jp/invoice/index.html

・免税事業者及びその取引先のインボイス制度への対応に関するＱ＆Ａ
（上記ホームページに掲載されています。また、上記日医発第2124号にも掲載しています。）

16
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○ 消費税法基本通達 10―1―12 

 
 

（委託販売等に係る手数料） 

10―１―12 委託販売その他業務代行等（以下 10―１―12 において「委託販売
等」という。）に係る資産の譲渡等を行った場合の取扱いは、次による。  
⑴  委託販売等に係る委託者については、受託者が委託商品を譲渡等したこと
に伴い収受した又は収受すべき金額が委託者における資産の譲渡等の金額
となるのであるが、その課税期間中に行った委託販売等の全てについて、当
該資産の譲渡等の金額から当該受託者に支払う委託販売手数料を控除した
残額を委託者における資産の譲渡等の金額としているときは、これを認める。 
⑵  委託販売等に係る受託者については、委託者から受ける委託販売手数料が
役務の提供の対価となる。  
なお、委託者から課税資産の譲渡等のみを行うことを委託されている場合

の委託販売等に係る受託者については、委託された商品の譲渡等に伴い収受
した又は収受すべき金額を課税資産の譲渡等の金額とし、委託者に支払う金
額を課税仕入れに係る金額としても差し支えないものとする。  
（注）１  委託販売等において、受託者が行う委託販売手数料等を対価とする

役務の提供は、当該委託販売等に係る課税資産の譲渡が軽減税率の適
用対象となる場合であっても、標準税率の適用対象となることに留意
する。  

２  委託販売等に係る課税資産の譲渡が軽減税率の適用対象となる場合
には、適用税率ごとに区分して、委託者及び受託者の課税資産の譲渡
等の対価の額及び課税仕入れに係る支払対価の額の計算を行うこと
となるから、⑴及び⑵なお書による取扱いの適用はない。  

 
 

※  消費税法基本通達の一部改正等について（法令解釈通達）（令和 5 年 8 月 10 日、
国税庁長官）より  

※  下線は日本医師会が付したもの  
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